様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　 　　　2024年3月7日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）てぃあんどでぃふぃなんしゃるせいめい
ほけんかぶしきがいしゃ
一般事業主の氏名又は名称  Ｔ＆Ｄフィナンシャル生命保険株式会社
（ふりがな）もりなか　かなや   
（法人の場合）代表者の氏名　　森中　　哉也　　印
住所　〒105-0023　東京都港区芝浦1丁目1番地1号

法人番号　2010401063691
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①　2022Ｔ＆Ｄフィナンシャル生命の現状
②　2023Ｔ＆Ｄフィナンシャル生命の現状

	公表日
	①　2022年7月27日
②　2023年7月28日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	下記のとおりＴ＆Ｄフィナンシャル生命ホームページにて公表。

トップ > Ｔ＆Ｄフィナンシャル生命について > 会社業
績・財務情報 > ディスクロージャー資料
https://www.tdf-life.co.jp/company/financial_statement/index.html
①https://www.tdf-life.co.jp/disclosure/pdf/2022.pdf
P4：経営ビジョン
P5：Ｔ＆Ｄフィナンシャル生命 経営計画（2022年度）
②https://www.tdf-life.co.jp/disclosure/pdf/2023.pdf
　P4：経営ビジョン
P5：Ｔ＆Ｄフィナンシャル生命 経営計画（2023年度）
P6：ＤＸの推進
P39：Ⅲ．直近事業年度における事業の概況【会社の対処すべき課題】


	記載内容抜粋
	1-1　デジタル技術が及ぼす影響
②　直近事業年度における事業の概況のうち、【会社の対処すべき課題】（P39）において、計画策定の前提となる環境変化を以下のとおり記載。
	生命保険業界におきましても、人口減少・少子高齢化の進展、価値観・ライフスタイルの変容に伴うお客さまニーズの多様化、ITの高度化やコロナ禍を契機としたデジタル化の加速、金融市場における不確実性の増大等により経営環境が変化しており、お客さま本位の商品・サービスの提供、資産運用の高度化、資本効率の向上及び社会的課題（SDGs：持続可能な開発目標）を踏まえた企業経営等、業務運営の更なる質の向上に取り組んでいく必要があります。



1-2　経営ビジョン
①　経営ビジョン（P4）にて、以下のとおり記載。
	【Ｔ＆Ｄフィナンシャル生命 経営ビジョン】
お客さまやパートナーとていねいに向き合い、選ばれる会社へ　～Ｔ＆Ｄフィナンシャル生命は、代理店をパートナーとし、お客さまの人生のこれからに豊かさと安心をお届けします～


②　経営ビジョン（P4）にて、上記①のとおり記載。また、ＤＸ推進（P6）にて、グループデジタルビジョンを記載。
	【グループデジタルビジョン】
高い変化対応能力によって、
グループ全体でより“ひとり”に向き合うための
デジタルトランスフォーメーション。



1-3　ビジネスモデルの方向性
①　経営計画（P5）図中中央にて、『リアルとネットの融合による「お客さま接点の拡大」「代理店サポートの充実」』を図示。
②　経営計画（P5）図中下段に、ＤＸ推進をベースとした「代理店サポートの充実」「手続等のデジタル化推進」「ペーパーレス化の加速」および「デジタル起点での業務効率化」といった取組みと、経営ビジョンとのつながりを図示。


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会にて決議された経営計画に基づき、「2022Ｔ＆Ｄフィナンシャル生命の現状」「2023Ｔ＆Ｄフィナンシャル生命の現状」の内容を作成。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①　2023Ｔ＆Ｄフィナンシャル生命の現状
②　ＤＸ推進の取組み
③　ニュースリリース『ＬＩＮＥ公式アカウントを活用したお客さまサービス開始』を発信
④　ニュースリリース『機構改革、役員人事および人事異動』を発信
⑤　ニュースリリース『大規模言語モデルの業務活用に向けた共同実証実験の開始』を発信

	公表日
	①　2023年7月28日
②　2021年12月23日
③　2023年1月16日
④　2023年2月28日
⑤　2023年7月20日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	下記のとおりＴ＆Ｄフィナンシャル生命ホームページにて公表。

トップ > Ｔ＆Ｄフィナンシャル生命について > 会社業
績・財務情報 > ディスクロージャー資料
https://www.tdf-life.co.jp/company/financial_statement/index.html
①　https://www.tdf-life.co.jp/disclosure/pdf/2023.pdf
P6：ＤＸの推進

トップ（お知らせ欄）
②　https://www.tdf-life.co.jp/info/pdf/dxsuishin.pdf

トップ（ニュースリリース欄）
③　https://www.tdf-life.co.jp/newsrelease/pdf/20230116.pdf
④　https://www.tdf-life.co.jp/newsrelease/pdf/202302282.pdf
P1：「マーケティング戦略本部」の設置
P1：「マーケティング企画部」の新設
⑤　https://www.tdf-life.co.jp/newsrelease/pdf/20230720.pdf

	記載内容抜粋
	2-1　経営ビジョン・ビジネスモデル実現のための戦略
①　ＤＸ推進（P6）にて、以下のとおり記載。
	当社は、2022年４月に経済産業省による「ＤＸ認定事業者」の認定を取得いたしました。また、ＤＸ戦略推進委員会を設置し、商品・サービスや業務効率化におけるＡＩ等のデジタル技術の活用や、ＤＸ人材の育成など、「グループデジタルビジョン」に沿ったＤＸ推進の取組みを進めております。


加えて、ＤＸ推進（P6）図中に、グループデジタルビジョンの位置付けと、当社ＤＸ推進とのつながりを図示。

2-2　デジタル技術を用いたデータ活用
①　ＤＸ推進（P6）にて、グループ共同の取組みとして「データ利活用のシナジー」を図示。
②　グループデジタルビジョン等に基づくデータ活用について、今後の主な取組みとして、「お客さま情報のグループ共同利用の検討」を記載。
③　商品・サービス高度化に向けて、ＬＩＮＥ公式アカウントを活用したお客さまサービスについて、以下のとおり記載。
	当社ＬＩＮＥ公式アカウントを「友だち」に追加し、メニューから「ご契約者さま向けインターネットサービス」へＩＤ連携を行っていただくことで、「ご契約者さま向けインターネットサービス」利用時にパスワード等の入力が不要となり、簡単にログインしてご利用いただくことができます。また、今後お客さまにとってお役に立つ情報配信も行ってまいります。


【ＬＩＮＥ公式アカウントを活用したお客さまサービスに関する補足】
情報配信については、アカウントとお客様の契約情報を紐づけることにより、個々のお客さまの属性や契約内容等に応じた情報配信の検討・着手を進めている。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会にて決議された経営計画に基づき、「2022Ｔ＆Ｄフィナンシャル生命の現状」「2023Ｔ＆Ｄフィナンシャル生命の現状」の内容を作成し、具体的なＤＸに関する取組みについてニュースリリースを発信。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	①　2023Ｔ＆Ｄフィナンシャル生命の現状
P6：ＤＸの推進
④　2023年2月28日付ニュースリリース『機構改革、役員人事および人事異動』
　P1：「マーケティング戦略本部」の設置
P1：「マーケティング企画部」の新設

	記載内容抜粋
	2-1-1　戦略推進のための体制・組織・人材
①　ＤＸ戦略推進委員会の設置について記載。
	当社は、2022年4月に経済産業省による「ＤＸ認定事業者」の認定を取得いたしました。また、ＤＸ戦略推進委員会を設置し、商品・サービスや業務効率化におけるＡＩ等のデジタル技術の活用や、ＤＸ人材の育成など、「グループデジタルビジョン」に沿ったＤＸ推進の取組みを進めております。


また、ＤＸ推進（P6）図中に、「ＤＸ戦略推進委員会の新設」「ＤＸ人材の育成」を図示。
④　経営計画に基づくＤＸ推進のための機構改革について、以下のとおり記載。
	【本部の新設】
「マーケティング戦略本部」の設置
理由：当社を取り巻く環境の変化が激しく予測困難な中、乗合代理店市場において、当社の競争力の源泉である「専門性・独自性の高い商品やお客さまサービスの提供」を継続強化していくため、マーケティング機能の強化と DX の更なる推進を目的として、「マーケティング戦略本部」を新設、「マーケティング企画部」および「商品部」を設置する。

【部の改編】
「マーケティング企画部」の新設
理由：金融分野全体を幅広く対象としたマーケティングとそれを踏まえた中長期を含む営業戦略・商品戦略を一体的に策定していくとともに、お客さまサービスの向上に資する DX 施策を推進させるため、「マーケティング企画部」を設置する。







　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	①　2023Ｔ＆Ｄフィナンシャル生命の現状
P6：ＤＸの推進
⑤　2023年7月20日付ニュースリリース『大規模言語モデルの業務活用に向けた共同実証実験の開始』

	記載内容抜粋
	①　ＤＸ推進について、以下のとおり記載。
	当社は、2022年４月に経済産業省による「ＤＸ認定事業者」の認定を取得いたしました。また、ＤＸ戦略推進委員会を設置し、商品・サービスや業務効率化におけるＡＩ等のデジタル技術の活用や、ＤＸ人材の育成など、「グループデジタルビジョン」に沿ったＤＸ推進の取組みを進めております。


加えて、ＤＸ推進（P6）図中に、グループデジタルビジョンの位置付けと、当社ＤＸ推進とのつながりを図示。
⑤　 経営計画に基づくＤＸ推進のための取組みとして、外部会社との大規模言語モデルの業務活用に向けた実証実験について、以下のとおり記載。
	「ChatGPT」等の大規模言語モデルは、文章やプログラミングコードの生成、翻訳、情報要約等の言語処理タスクにおいて高い性能を発揮しており、新商品・サービスの開発や社内業務の高度化・効率化への活用が期待されております。
当社では、オープン・ソース大規模言語モデルを社内環境に構築し、お客さま情報や社内機密情報のセキュリティを確保したうえで、お客様サービスセンターの業務支援等への活用に向けた検証を共同で進めてまいります。
なお、当社は、日本マイクロソフト株式会社が提供する大規模言語モデルサービス「Azure OpenAI Service」を社内業務の高度化・効率化に活用する実証実験にも取り組む予定です。







(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①　2022Ｔ＆Ｄフィナンシャル生命の現状
②　2023Ｔ＆Ｄフィナンシャル生命の現状
③　ＤＸ推進の取組み

	公表日
	①　2022年7月27日
②　2023年7月28日
③　2021年12月23日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	下記のとおりＴ＆Ｄフィナンシャル生命ホームページにて公表。

トップ > Ｔ＆Ｄフィナンシャル生命について > 会社業
績・財務情報 > ディスクロージャー資料
https://www.tdf-life.co.jp/company/financial_statement/index.html
①　https://www.tdf-life.co.jp/disclosure/pdf/2022.pdf
P7：お客さま本位の業務運営
②　https://www.tdf-life.co.jp/disclosure/pdf/2023.pdf
P8：お客さま本位の業務運営

トップ（お知らせ欄）
③　https://www.tdf-life.co.jp/info/pdf/dxsuishin.pdf

	記載内容抜粋
	①　お客さま本位の業務運営（P7）にて、「お客さま本位の業務運営に係る取り組み方針」に係る定量的指標（KPI）について、以下のとおり記載。
	当社のお客さま本位の業務運営に係る取り組みが、お客さまからどのように評価されているのかを確認するため、「お客さま満足度」「商品取扱代理店数」「保有契約件数」を定量的指標（KPI）として設定し、毎年、「お客さま本位の業務運営に係る取り組み方針」に関する取組状況と併せて公表することとしております。


②　お客さま本位の業務運営（P8）にて、「お客さま本位の業務運営に係る取り組み方針」に係る定量的指標（KPI）について、上記①のとおり記載。
③　戦略と指標との関連性について、「ＤＸ推進の取組み」にて、デジタルサービスの成果を「お客さま満足度」によって確認する旨およびその他ＫＰＩを検討する旨を記載。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	①　2023年7月28日
【経営者自身の発信に関する補足】
②　2022年4月4日
③　2023年1月16日
④　2023年2月28日
⑤　2023年5月8日
⑥　2023年7月20日

	発信方法
	下記のとおりＴ＆Ｄフィナンシャル生命ホームページにて公表。

トップ > Ｔ&Ｄフィナンシャル生命について > 会社業
績・財務情報 > ディスクロージャー資料
https://www.tdf-life.co.jp/company/financial_statement/index.html
①　2023Ｔ＆Ｄフィナンシャル生命の現状
https://www.tdf-life.co.jp/disclosure/pdf/2023.pdf
P1：ごあいさつ（社長メッセージ）

【経営者自身の発信に関する補足】
経営計画に基づくＤＸ推進のための各取組みについて、ニュースリリースにより対外情報発信を実施。
②　ニュースリリース『「ＤＸ認定事業者」の認定取得』を発信
https://www.tdf-life.co.jp/newsrelease/pdf/20220404.pdf
③　ニュースリリース『ＬＩＮＥ公式アカウントを活用したお客さまサービス開始』を発信
https://www.tdf-life.co.jp/newsrelease/pdf/20230116.pdf
④　ニュースリリース『機構改革、役員人事および人事異動』（P1）において、ＤＸ推進等を目的とした「マーケティング戦略本部の設置およびマーケティング企画部の新設」について発信
https://www.tdf-life.co.jp/newsrelease/pdf/202302282.pdf
⑤　ニュースリリース『ＡＩによる自動音声応答での請求受付の開始』を発信
https://www.tdf-life.co.jp/newsrelease/pdf/20230508.pdf
⑥　ニュースリリース『大規模言語モデルの業務活用に向けた共同実証実験の開始』を発信
https://www.tdf-life.co.jp/newsrelease/pdf/20230720.pdf

	発信内容
	①　ごあいさつ（社長メッセージ）（P1）にて、以下のとおり発信。
	ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の進展に伴い、引受査定業務における自動査定システムの査定時間短縮や査定精度向上、インターネットサービスの充実化などによるお客さまの利便性向上、ＲＰＡ（ロボティックプロセスオートメーション）やノーコード・ローコード開発などのデジタル技術を活用した社内業務の効率化に取り組んでまいりました。



【経営者自身の発信に関する補足】
②　経済産業省が定めるＤＸ認定制度における「ＤＸ認定事業者」に認定された旨をリリース。
③　ＬＩＮＥ公式アカウントを開設するとともに、ＬＩＮＥ公式アカウントを活用したお客さまサービスを開始した旨をリリース。
④　機構改革として、「マーケティング戦略本部」の設置および「マーケティング企画部」の新設をリリース。
⑤　お客様サービスセンターにおいて、株式会社PKSHA Communicationが提供する「ＡＩ自動音声応答サービス（ボイスボット）」を活用した請求受付を開始した旨をリリース。
⑥　株式会社エスタイルと共同で、大規模言語モデルの業務活用に向けた実証実験を開始した旨をリリース。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2024年1月19日

	実施内容
	実務執行総括責任者である代表取締役社長の指示により、ＤＸ認定取得後の取組みを踏まえて、「ＤＸ推進指標」を用いた自己診断を実施し、課題の把握を行なっている。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2016年2月1日　～　2023年12月15日時点

	実施内容
	経営会議で決議する年度単位のＩＴ計画において、システムリスク、情報セキュリティ、サイバーセキュリティ対策を策定。サイバーセキュリティ対策については、社内外のシステム環境の状況に応じて計画に基づき、以下の対応を実施。
■サイバーセキュリティ対策強化
・全社員への不審メールへの対応訓練
　・全社員へのサイバーセキュリティに関するｅラーニングの実施
　・ＣＳＩＲＴによる分野横断的演習（ＮＩＳＣ主催）、合同演習ＦＩＲＥ（金融ＩＳＡＣ主催）といった訓練参加と検知課題への対応
　・規程・マニュアルの整備
■不正アクセスの防止
　・外部機関による診断と結果に応じた対応（定期的なプラットフォーム診断・アプリケーション診断の実施、環境変更などのタイミングでクラウドセキュリティ・設定診断の実施）
■ウィルス対策
・外部設読のセキュリティ強化（対策機器・ツール　導入等）
・既存機器、ソフトのバージョンアップ



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

